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 JGSS／EASS 関連の文献 

 

各文献は以下、最大 2 分野まで内容を分類して掲載している。 

 

 １ JGSS プロジェクト概要 23 生活史・ライフコース 

 ２ EASS プロジェクト概要 24 法律・制度 

 ３ 社会変動・トレンド 25 国際関係・異文化理解 

 ４ 社会集団・組織 26 国際比較 

 ５ 階級・階層・社会移動 28 高齢者・世代 

 ６ 家族 29 知識・科学 

 ７ 都市・農村・地域社会 30 余暇・スポーツ 

 ８ 災害 31 環境・エコロジー 

 ９ 地理 32 ネットワーク・社会関係資本 

 10 政治・政策・政治意識 33 ペット 

 11 英語 34 市民活動・NPO・ボランティア 

 12 労働・産業 35 幸福感・満足度 

 13 人口 36 ジェンダー 

 14 教育 37 結婚・離婚 

 15 文化・宗教・道徳 38 分析法 

 16 社会心理・社会意識 39 消費行動 

 17 マスメディア・IT 40 女性の就業 

 18 社会病理・社会問題 

 19 医療・社会福祉・健康 98 政府刊行物／白書など 

 20 開発援助・国際協力 99 実習報告書 

 21 社会調査（抽出・測定・コーディング） 100 JGSS 出版物 

 22 家計・所得 

 

 

1. JGSS プロジェクト概要 

安藏伸治, 1999,「日本版 General Social Surveys（JGSS）の調査方法論上の問題について（5）GSS と JGSS を用いた

分析例と課題」『第 72 回日本社会学会大会報告要旨』p.23. 

朝岡 誠, 林 正治, 藤原 一毅, 岩井 紀子, 船守 美穂, 山地 一禎,2020,「汎用的データリポジトリにおける制限公

開機能の検討と実装」『情報知識学会誌』30（2020）2 号, pp.168-175. 

稲葉太一・岩井紀子, 2000,「日本版 General Social Surveys（JGSS）の調査方法論上の問題について（2）JGSS 第 2

回予備調査の回収率と欠票の分析」『第 73 回日本社会学会大会報告要旨』p.26. 

ISHIDA, Hiroshi, 1999, “Social Science Japan Data Archive and Japanese General Social Surveys,” Japan Sociologists 

Network Panel, 94th Annual Meeting of the American Sociological Association, Chicago. 

ISHIDA, Hiroshi, 2000, “Doing Social Science Research in Japan: Data Archives and Japanese General Social Surveys,” 

4th Annual Asian Studies Conference Japan. 

岩井紀子, 1999,「日本版 GSS の第１回予備調査を用いた家族測定項目の検討」『第 9 回日本家族社会学会大会報告

要旨』pp.82-83. 

岩井紀子, 1999,「日本版 General Social Surveys（JGSS）の調査方法論上の問題について（3）Split-Ballot による質

問項目の検討」『第 72 回日本社会学会大会報告要旨』p.21. 

岩井紀子, 2000,「日本版 General Social Surveys（JGSS）の調査方法論上の問題について（1）JGSS 第２回予備調査

の目的と方法」『第 73 回日本社会学会大会報告要旨』p.25. 

岩井紀子, 2000,「日本版 General Social Surveys（JGSS）第２回予備データによる調査方法論上の検討―謝礼のタイ
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ミングの影響および Split-Ballot による質問項目の検討」『日本社会心理学会第 41 回大会発表論文集』pp.118-

119. 

岩井紀子, 2000,「日本の総合社会調査 Japanese General Social Surveys」佐藤博樹・石田浩・池田謙一編『社会調査

の公開データ：２次分析への招待』東京大学出版会, pp.83-87. 

岩井紀子, 2000,「＜プロジェクト概要＞日本版 GSS の構想と経過報告―1999～2003 年度共同研究」『Milepost』第

3 号, pp.1-2. 

岩井紀子, 2000,「アメリカにおける公開データを利用した研究と教育の現状と JGSS データのもたらす可能性」SSJ

データ・アーカイブ第 4 回公開セミナー『公開データを利用した研究と教育のあり方：データ・アーカイブと

2 次分析』（11 月 20 日；東京大学社会科学研究所）SSJ Data Archive Research Paper Series 13（SSJDA-13）, 東

京大学社会科学研究所附属日本社会研究情報センター, pp.30-34. 

岩井紀子, 2001,「＜JGSS 発＞第１回本調査（JGSS2000）の実施」『Milepost』第 6 号, 大阪商業大学比較地域研究

所, pp.5-6. 

岩井紀子, 2001,「JGSS プロジェクトの紹介と予備調査の結果から」『中央調査報』No.528, pp.1-4. 

IWAI, Noriko, 2003, “Research Designs for the JGSS,” Thematic Lecture Series on East Asia [Theme 1] Social Surveys in 

East Asia, Sungkyunkwan University, Seoul, Korea. 

IWAI, Noriko, 2003, “Japanese General Social Surveys: Beginning and Development” 大阪商業大学比較地域研究所編

『JGSS 国際シンポジウム 2003 報告書』（2004）, pp.161-184. 

IWAI, Noriko, 2003, “Research Designs for the JGSS,” Thematic Lecture on Japanese and Korean Social Surveys, Institute 

of Sociology, Academic Sinica, Taiwan. 

岩井紀子, 2004, “Japanese General Social Surveys: Beginning and Development, 4th edition” 大阪商業大学比較地域研

究所・東京大学社会科学研究所編『日本版 General Social Surveys 研究論文集[3]JGSS で見た日本人の意識と行

動』pp.241-271. 

岩井紀子, 2004,「JGSS プロジェクト（7）JGSS データの活用と展望」『統計』4 月号, pp.53-56. 

IWAI, Noriko, 2004, “Japanese General Social Surveys: Beginning and Development,” Institute of Sociology, Chinese 

Academy of Social Sciences [ed.], 36th World Congress of International Institute of Sociology Abstracts (Papers 

Presented in Sessions), pp.82-83. 

IWAI, Noriko, 2004, “Japanese General Social Survey: Beginning and Development,” ZA (Zentralarchiv für Empirische 

Sozialforschung an der Universität zu Köln)-Information No.55, pp.99-113. 

IWAI, Noriko, 2005, “On East Asian Social Surveys” 大阪商業大学比較地域研究所編『JGSS Colloquium 2005 報告書』

pp.25-29. 

岩井紀子, 2006,「Japanese General Social Surveys（JGSS）の取り組みと最近の成果の紹介」第 326 回関西社会心理

学研究会（5 月 20 日, 大阪商業大学）. 

岩井紀子, 2010,「日本の家族の変化とこれから―JGSS-2000～2010 からみた家族の現状と変化―」『第 20 回日本家

族社会学会大会報告要旨』pp.144-145. 

岩井紀子, 2010,「日本の全国調査の系譜―JGSS（日本版総合的社会調査）―」社会調査協会特別シンポジウム（11

月 14 日, 如水会館）. 

岩井紀子, 2011,「社会調査とデータ・アーカイブ：公開調査データの作成と寄託―JGSS(日本版総合的社会調査）

の経験―」『第 62 回関西社会学会大会報告要旨集』p.78. 

岩井紀子, 2011,「長期継続調査の現状と課題―JGSS（日本版総合的社会調査）の経験―」2011 年度日本世論調査

協会研究大会（11 月 11 日, 中央大学駿河台記念館）. 

岩井紀子, 2012,「Column：JGSS（Japanese General Social Surveys 日本版総合的社会調査）」金井雅之・小林盾・渡

邉大輔編『社会調査の応用 量的調査編：社会調査士 E・G 科目対応』弘文堂, 69p. 

岩井紀子, 2012,「JGSS の設立と目的」『よろん・日本世論調査協会報』第 109 号, pp.33-36. 

岩井紀子，2012,「公開調査データの作成と寄託―JGSS（日本版総合的社会調査）の経験―」『フォーラム現代社会

学』第 11 号, pp.122-131, P.143. 

岩井紀子, 2014,「General Social Survey(GSS)」, 一般社団法人 社会調査協会編『社会調査辞典』, pp.684-685. 

岩井紀子, 2014, ｢Japanese General Social Survey (JGSS：日本版総合的社会調査)」, 一般社団法人 社会調査協会編

『社会調査辞典』, pp.686-687. 

岩井紀子, 2014,「East Asian Social Survey (EASS：東アジア社会調査)」, 一般社団法人 社会調査協会編『社会調査
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辞典』, pp. 688-689. 

岩井紀子, 2015,「日本版総合社会調査 JGSS の企画・実施・データ公開」『日本音響学会 2015 年秋季研究発表会講

演論文集』, p.117. 

岩井紀子, 2016, 「日本版 General Social Surveys 基礎集計表・コードブック JGSS-2015」大阪商業大学 JGSS 研究

センター 

岩井紀子,2023,「大阪商業大学 JGSS 研究センターにおけるデータインフラ整備の現状」データインフラストラク

チャー整備,公開シンポジウム 2023 第 II 部パネルディスカッション,新時代のデータ利用環境とオープンサイ

エンス. 

IWAI, Noriko, and IWAI, Hachiro, 2024, “Japanese General Social Survey (JGSS),” EASS-ESS Conference, In University 

of London, January 23. 

IWAI, Noriko, and JGSS Reseach Fellows, 2012, “Challenges of Capturing Attitudes and Behavioral Patterns among 

Japanese People: An Experience of JGSS since 1998,” JGSS Symposium 2012（6 月 9 日, 大阪商業大学）. 

岩井紀子・佐々木尚之・宍戸邦章, 2022,「日本版総合的社会調査（JGSS）の 25 年」,中央調査報,No.775,6789-6797. 

岩井紀子,宍戸邦章,佐々木尚之, 2020, 「大阪商業大学 JGSS 研究センターにおけるデータインフラ整備の現状」, 

2020 年度統計関連学会連合大会 

岩井紀子・上ノ原秀晃, 2015,「JGSS-2015 および EASS 2014 Work Life モジュールの作成―プリテストの結果と

調査票の確定―」大阪商業大学 JGSS 研究センター編『JGSS Research Series No.12:日本版総合的社会調査共同

研究拠点研究論文集[15]』pp.63-84. 

郭凱鴻・金政芸・竹本圭佑・岩井紀子, 2021, 「JGSS データダウンロードシステムの構築―システムのデザイン・

開発・修正―」『日本版総合的社会調査共同研究拠点研究論文集[19］』, pp.95-103. 

김현성（KIM, Hyun Sung）, 2010,「실증적 일본연구와 일본판 종합사회조사（JGSS）（Empirical Japan Study and 

Japanese General Social Surveys）」『일본학연구（Japanese Studies）』第 29 集, pp.159-177.（韓国語） 

金政芸・岩井紀子・孟哲男,2022,「JGSS データダウンロードシステム（JGSSDDS）」と「JGSS オンライン分析アプ

リケーション」の開発」第 95 回日本社会学会大会. 

木村雅文, 1999,「日本版 General Social Surveys（JGSS）の調査方法論上の問題について（2）JGSS 予備調査の目的

と方法」『第 72 回日本社会学会大会報告要旨』p.20. 

小林盾, 2010,「（小特集 社会調査教育をめぐって）社会学と社会調査教育：日本社会学会シンポジウムより」『社

会と調査』No.4, pp.52-60. 

KOJIMA, Hiroshi, 2001, “The Development of the Japanese General Social Surveys and Its Relevance to Korea,” The 

Academy of Korean Studies Colloquium, Seoul, Korea. 

眞住優助・岩井紀子・孟哲男, 2015, 「住民基本台帳の閲覧・回収率・データ公開問題について―JGSS-2015 の実

施を通してみた社会調査の困難―」『第 88 回日本社会学会大会報告要旨集』, p.157. 

孟哲男, 2020,「JGSS の回収率に関する研究：接触成功率・協力獲得率とインターフォンの種類」, JGSS 国際シン

ポジウム 2020(1 月 12 日, 大阪商業大学) 

中尾啓子, 1999,「日本版 General Social Surveys（JGSS）の調査方法論上の問題について（4）国際比較上の問題点

（GSS との比較）」『第 72 回日本社会学会大会報告要旨』p.22. 

中谷友樹, 2020, 「JGSS と地理情報の連結－地理的マルチレベルデータ解析の広がり－」, JGSS 国際シンポジウム

2020(1 月 11 日, 大阪商業大学) 

西川一二・角野隆則・岩井紀子, 2017, 「JGSS-2017 調査票の設計―EASS 2016 家族モジュールと新規項目(同性の

結婚・Grit スケール)―」大阪商業大学 JGSS 研究センター・京都大学大学院教育学研究科教育社会学講座編『日

本版総合的社会調査共同研究拠点研究論文集[17] <JGSS Research Series 14>』, pp.41-54. 

貫田優子・孟哲男・岩井紀子・萬成博, 2021, 「日本のビジネスエリート調査（1960 年・1970 年）のデータ整備―

データ入力からオンサイト利用の準備まで―」『日本版総合的社会調査共同研究拠点研究論文集［19］』, pp.63-

94. 

大井方子, 2000,「日本版 General Social Surveys（JGSS）の調査方法論上の問題について（5）情報化と所得格差と

学校教育：JGSS データを用いて」『第 73 回日本社会学会大会報告要旨』p.29. 

大澤美苗, 2004,「JGSS プロジェクト（5）海外の社会調査：米国とオーストラリア」『統計』2 月号, pp.52-59. 

大澤美苗, 2004,「JGSS プロジェクト（6）海外の社会調査：韓国・中国・台湾」『統計』3 月号, pp.55-61. 

大澤美苗, 2004,「JGSS 国際シンポジウム 2003 報告」『Milepost』第 11 号, pp.9-11. 



  大阪商業大学 JGSS 研究センター：JGSS/EASS 関連の文献（2025 年 3 月末時点） 

4 

大澤美苗, 2004,「JGSS の表彰<報告>」『Milepost』第 11 号, p.12. 

大澤美苗, 2005,「第 2 期 JGSS プロジェクトの構想」『Milepost』第 13 号, pp.1-2. 

佐々木尚之・高濱裕子, 2018, 『三世代の親子関係―マッチングデータによる実証研究―』, 248p, 風間書房. 

佐々木尚之, 2019, 「親子関係を三世代にわたって捉える重要性」 第 30 回日本発達心理学会大会 論文賞受賞者

講演 

佐藤博樹, 1999,「日本版 General Social Surveys（JGSS）の調査方法論上の問題について（1）JGSS の目的と意義」

『第 72 回日本社会学会大会報告要旨』p.19. 

SATO, Hiroki, 2000, “The Japanese General Social Survey: Aims and Rational,” Social Science Japan, No.19, Institute of 

Social Science, The University of Tokyo, pp.27-29. 

佐藤博樹, 2000,「データアーカイブと『実証的』な社会科学研究」『ESTRELA』2000 年 6 月（No.75）, pp.2-6. 

佐藤博樹, 2001,「日本版 GSS と社会科学研究」『よろん・日本世論調査協会報』第 87 号, pp.5-9. 

佐藤博樹, 2003,「JGSS の授業への利用：日本社会学会での報告・議論を参考に」大阪商業大学比較地域研究所・

東京大学社会科学研究所編『日本版 General Social Surveys 研究論文集[2]JGSS で見た日本人の意識と行動』

pp.233-236. 

佐藤朋彦・佐藤博樹, 2006,「データアーカイブの役割と SSJ データアーカイブの現状：実証研究における再現性を

担保するために」『日本労働研究雑誌』pp.42-54. 

嶋﨑尚子, 2006,「社会調査教育におけるデータアーカイブの活用―JGSS ２次分析演習の事例―」『ESTRELA』2006

年 6 月（No.147）, pp.10-13. 

清水誠, 2001,「JGSS 第 1 回本調査における比推定の試み」『第 74 回日本社会学会大会報告要旨』p.193. 

宍戸邦章, 2016, 「全国規模の反復横断調査の諸課題 ― JGSS／EASS プロジェクトの経験から ―」第 22 回同志社

社会学研究学会, 2016.7.27. 

宍戸邦章, 2020, 「データ整備とダウンロードシステムの構築」, JGSS 国際シンポジウム 2020(1 月 11 日, 大阪商

業大学) 

SMITH, Tom W., KIM, Jibum, KOCH, Achim, and PARK, Alison, 2005, “Social-Science Research And The General Social 

Surveys,” Zentrum für Umfrage, Methoden und Analysen (ZUMA), ZUMA-Nachrichten, 56, pp.68-77. 

杉田陽出・岩井紀子, 2000,「日本版 General Social Surveys（JGSS）の調査方法論上の問題について（3）Split-Ballot

による質問項目の検討」『第 73 回日本社会学会大会報告要旨』p.27. 

高橋和子, 2000,「日本版 General Social Surveys（JGSS）の調査方法論上の問題について（4）産業・職業コーディ

ング自動化支援システム」『第 73 回日本社会学会大会報告要旨』p.28. 

谷岡一郎, 2000,「日本版 General Social Surveys（JGSS）計画の進捗状況報告と今後の発展可能性について」『日本

犯罪社会学会第 27 回大会報告要旨集』pp.59-61. 

谷岡一郎, 2008,「Column「世界の調査／日本の調査」JGSS（日本版総合的社会調査）―開始から 10 年を経て」社

会調査士資格認定機構編『社会と調査』創刊号, 有斐閣, pp.108. 

TANIOKA, Ichiro, 2012, “Development of JGSS,” JGSS Symposium 2012（6 月 9 日, 大阪商業大学）. 

TANIOKA, Ichiro, 2014, "JGSS and EASS: Most Used Sociological Data in Japan," 2014 ANPOR (Asian Network for Public 

Opinion Research) Annual Conference, November 29, Niigata: Japan. 

谷岡一郎, 2015, 「調査データ・調査票の再利用をめぐる問題」『第 88 回日本社会学会大会報告要旨集』, p.258. 

谷岡一郎・岩井紀子, 2003,「JGSS プロジェクト（1）誕生とその背景」『統計』10 月号, pp.47-54. 

谷岡一郎・岩井紀子, 2005,「国際比較可能なマイクロデータの提供を目指して―JGSS プロジェクトの意義と課題

―」『ESP（Economy Society Policy）』3 月号, pp.68-74. 

谷岡一郎・岩井紀子, 2008,「調査紹介 JGSS：日本版総合的社会調査―開始から 10 年を経て―」『よろん・日本世

論調査協会報』第 101 号, pp.65-73. 

轟亮・杉野勇編著, 2010,『入門・社会調査法 2 ステップで基礎から学ぶ』法律文化社, 235p. 

保田時男, 2006,「反復横断調査としての JGSS の意義―調査間隔の短さがもつ利点」早稲田社会学会編『社会学年

誌』47 号, pp.19-33. 

保田時男・宍戸邦章・岩井紀子・都村聞人, 2007,「回収率はなぜ向上したのか：JGSS-2005 と 2006 の比較」『第 80

回日本社会学会大会報告要旨集』p.30. 

吉野智美・岩井紀子・佐々木尚之, 2021,「新型コロナウイルス感染症による日本人の生活と意識への影響――JGSS-

2021 調査の結果概要」『第 94 回日本社会第回報告要旨』オンライン版. 
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吉野智美・孟哲男・岩井紀子, 2019,「JGSS-2017 グローバリゼーション調査票および EASS 2018 グローバリゼー

ションモジュールの作成 」大阪商業大学 JGSS 研究センター編『JGSS Research Series No.15:日本版総合的社会

調査共同研究拠点研究論文集[18]』pp.63-69. 

Yoshino, Satomi Tetsuo Mo, Kuniaki Shishido and Noriko Iwai., 2025, "Japanese General Social Survey and International 

Research Collaboration: East Asian Social Survey," in Nakazawa, H. (ed.) Key Texts for Japanese Sociology. 

 

2. EASS プロジェクト概要 

BIAN, Yanjie（邊燕杰）, and LI, Lulu（李路路）, 2007, “CGSS Pretest Results of 2008 EASS Globalization Module” 大

阪商業大学比較地域研究所編『JGSS Colloquium 2007 報告書―東アジアの家族―』pp.139-141. 

曹陽・柴田由己・岩井紀子, 2011,「East Asian Social Survey 2012 Network Social Capital Module の作成―日韓中台に

よるプリテスト調査票の作成―」大阪商業大学 JGSS 研究センター編『JGSS Research Series No.8:日本版総合的

社会調査共同研究拠点研究論文集[11]』pp.219-257. 

張晉芬（CHANG, Chin-fen）・張翰璧（CHANG, Han-pi）, 2009,「台灣人的多元文化觀與實踐（Multiculturalism in 

Taiwan: From Concept to Practice）」『台灣社會變遷基本調査第十四次研討會曁 2009 東亞社會調査研討會 會議

論文集（Proceedings of The 14th TSCS Conference and 2009 EASS Symposium）』（11 月 18 日, 中央研究院社會學

研究所, 台北）. 

CHANG, Chin-fen（張晉芬）, and CHEN, Mei-hua（陳美華）, 2009, “Sex Tourism by Taiwanese: Where Did They Go 

and Who Are They?,” Proceedings of The 14th TSCS Conference and 2009 EASS Symposium, November 18, Institute 

of Sociology, Academia Sinica, Taipei. 

CHEN, Chao-Nan, 2007, “The Impact of Household Distance on Intergenerational Support Exchanges in Taiwan” 台湾社

会変遷基本調査第九次検討会, 中央研究院社会学研究所, 台北. 

CHEN, Duan-Rung, 2008, “Obesity, Socioeconomic Inequality, and Spatial Dependence in Taiwan,” presented at KGSS-

EASS Conference ‘Family and Social Life in East Asia,’ Sungkyunkwan University, Seoul, Korea. 

鄭麗珍（CHENG, Lai-Chun）, 2007,「不同婚姻狀態對代間支持交換的影響（Effect of Marital Status on Exchange of 

Intergenerational Support）」台湾社会変遷基本調査第九次検討会, 中央研究院社会学研究所, 台北. 

CHEN, Yu-Hua, 2007, “Cohort and Age Effects on Marriage” 台湾社会変遷基本調査第九次検討会, 中央研究院社会

学研究所, 台北. 

East Asian Social Survey Data Archive, 2010, EASSDA Newsletter, November 2010 Vol.1. 

East Asian Social Survey Data Archive, 2011, EASSDA Newsletter, November 2011 Vol.2. 

East Asian Social Survey Data Archive, 2012, EASSDA Newsletter, November 2012 Vol.3. 

榎木美樹, 2008,「EASS 2008 Culture Module の作成―JGSS によるプリテストの結果を中心に―」大阪商業大学比較

地域研究所・東京大学社会科学研究所編『JGSS Research Series No.4:日本版 General Social Surveys 研究論文集

[7]JGSS で見た日本人の意識と行動』pp.195-232. 

ENOKI, Miki, and IWAI, Noriko, 2007, “Pretest Results of EASS 2008 Culture Module and Proposed Changes by JGSS” 

大阪商業大学比較地域研究所編『JGSS Colloquium 2007 報告書―東アジアの家族―』pp.115-132. 

EUN, Ki-Soo, 2007, “Direct and Indirect Contacts between Family Members in Korea: A Preliminary Analysis of the Korean 

General Social Survey 2006 Data” 大阪商業大学比較地域研究所編『JGSS Colloquium 2007 報告書―東アジアの家

族―』pp.41-57. 

EUN, Ki-Soo, 2007, “Are There ‘Asian’ Family Values in Korea? An Exploratory Study,” presented at EASS Symposium 

on East Asian Societies and the Family, July 17, Hong Kong University of Science and Technology, Hong Kong. 

HAN, Gyounghae, and KIM, Sang-Wook, 2007, “Intergenerational Relationships in Korean Families: Lineage Differences,” 

presented at EASS Symposium on East Asian Societies and the Family, July 17, Hong Kong University of Science and 

Technology, Hong Kong. 

HAN, Gyounghae, and KIM, Sang-Wook, 2007, “Intergenerational Relationships in Korea; Lineage Differences” 大阪商

業大学比較地域研究所編『JGSS Colloquium 2007 報告書―東アジアの家族―』pp.1-22. 

HAN, Gyounghae, LEE, Yoon-Seo, and KIM, Sang-Wook, 2008, “From Patrilineal to Bilateral?: Intergenerational 

Relationship in Korea,” presented at KGSS-EASS Conference ‘Family and Social Life in East Asia,’ Sungkyunkwan 

University, Seoul, Korea. 

埴淵知哉, 2009,「EASS 2010 Health Module の作成―JGSS によるプリテストの結果を中心に―」大阪商業大学 JGSS
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研究センター編『JGSS Research Series No.6:日本版総合的社会調査共同研究拠点研究論文集[9]』pp.211-242. 

池田謙一, 2024, 「国際比較調査に関わった 40 年の顛末の記： アジアンバロメータ調査を中心に」『選挙研究』

39(2), pp.9-17. 

IWAI, Noriko, 2011, “EASS project, outline of the survey methods and its overall results,” ISA RC06 (CFR) Workshop, 

September 13, Kyoto. 

IWAI, Noriko, 2012, “Development of East Asian Social Surveys,” JGSS Symposium 2012 (6 月 10 日, 大阪商業大学). 

IWAI, Noriko, 2016, “Changes and Current Issues on Families in East Asia: Toward the East Asian Social Survey 2016”, 

Japan Society of Family Sociology Annual Meeting, September 11, 2016. 

IWAI, Noriko, 2018, “Changes in Traditional Values and Attitudes towards Globalization in Japan Based on EASS 2008 

and EASS 2018,” EASS Conference 2018, Osaka University of Commerce, Osaka, Japan, 55p. 

IWAI, Noriko, 2018, “Changes in Industrial Societies and Family Structure and Relations in Japan,” JGSS Research Seminar 

ベトナムと日本の家族の変容（6 月 8 日, 大阪商業大学 JGSS 研究センター）. 

IWAI, Noriko, 2020, “Overview of EASS and EASS Data”, JGSS 国際シンポジウム 2020(1 月 12 日, 大阪商業大学) 

IWAI, Noriko, 2020, "Examination of Trend Over the Decade with EASS Data", JGSS 国際シンポジウム 2020(1 月 12

日, 大阪商業大学) 

IWAI, Noriko, 2020, “Issues in the Health Care System and Health Policies in Japan”, JGSS 国際シンポジウム 2020 

岩井紀子・宍戸邦章, 2012,「East Asian Social Survey からみた国際比較調査の困難と課題」2011 年度日本行動計量

学会春の合宿セミナー（3 月 17 日, 大阪商業大学）. 

IWAI, Noriko and SHISHIDO, Kuniaki and SASAKI, Takayuki, 2018, “Changes of Family Values and Behavior in Four East 

Asian Societies Based on EASS 2006 and EASS 2016,” XIX ISA World Congress of Sociology, Toronto, Canada. 

岩井紀子・上ノ原秀晃, 2015,「JGSS-2015 および EASS 2014 Work Life モジュールの作成―プリテストの結果と

調査票の確定―」大阪商業大学 JGSS 研究センター編『JGSS Research Series No.12:日本版総合的社会調査共同

研究拠点研究論文集[15]』pp.63-84. 

KIM, Jibum, FU, Yang-Chih, IWAI, Noriko, KIM, Seokho, WANG, Weidong,  2017, "East Asian Social Survey (EASS) " 

112th ASA Annual Meeting, Palais des congrès de Montréal, 

KIM, Sang-Wook, 2006, “Intergenerational Support Relations in Korea: Evidence from 2006 EASS Module Survey,” 

presented at EASS 2006 Taipei Conference, Academia Sinica, Taipei, Taiwan. 

KIM, Sang-Wook, and KOH, Chi-Young, 2007, “KGSS Comments on EASS 2008 Questionnaire” 大阪商業大学比較地

域研究所編『JGSS Colloquium 2007 報告書―東アジアの家族―』pp.133-137. 

KIM, Sang-Wook, KO, Dongwoo, KOH, Chi-Young, KIM, Seokho, KIM, Jae-On, NAM, Eun-Young, PARK, Byoung-Jin, 

YANG, Jonghoe, LEE, Kyung-Mee, LEE, Jang-Young, LEE, Jung-Jin, CHUNG, Byung-Eun, and CHOI, Yoo-Jung, 

2007, 2006 Korean General Social Survey, Sungkyunkwan University Press, Seoul, Korea. (in Korean). 

KIM, Jibun, KIM, Seokho, 2020, "Overview and Influence of KGSS", JGSS 国際シンポジウム 2020(1 月 12 日, 大阪商

業大学) 

KOH, Chi-Young, 2007, “Intergenerational Support and Children's Marital Satisfaction: Gender Differences” 大阪商業大

学比較地域研究所編『JGSS Colloquium 2007 報告書―東アジアの家族―』pp.23-39. 

LIN, Ju-Ping, and YI, Chin-Chun, 2007, “Intergenerational Exchange in Taiwan: The Provision of Adult Children to Older 

Parents,” presented at EASS Symposium on East Asian Societies and the Family, July 17, Hong Kong University of 

Science and Technology, Hong Kong. 

林如萍（LIN, Ru-Pin）・伊慶春（YI Chin-Chun）, 2007,「成年子女與老年父母的代間交換（Intergenerational Exchanges 

between Adult Children and Their Elderly Parents）」台湾社会変遷基本調査第九次検討会, 中央研究院社会学研究

所, 台北. 

LU, Luo, KAO, Shu-Fan, WU, Hsin-Pei, and CHANG, Ting-Ting, 2007, “I or We?: Family Socialization Values in a 

National Probability Sample in Taiwan” 台湾社会変遷基本調査第九次検討会, 中央研究院社会学研究所, 台北. 

呂寳靜（LU, Pau-Ching）, 2007,「誰来照顧老人？台湾民衆対照顧老人責任方法之初探（Who Takes Care of the Elderly? 

Exploratory Analysis of Ways the Taiwanese See Who Takes Responsibility of Nursing the Elderly）」台湾社会変遷基

本調査第九次検討会, 中央研究院社会学研究所, 台北. 

LU, Yilong（陸益龍）, 2007, “Do ‘Little Emperors’ Enhance Marital Stability? -Evidence from Urban China” 大阪商業

大学比較地域研究所編『JGSS Colloquium 2007 報告書―東アジアの家族―』pp.59-76. 
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三輪加奈・岩井紀子, 2010,「East Asian Social Survey 2010 Health Module の作成（2）―日韓中台のプリテストに基

づく調整―」大阪商業大学 JGSS 研究センター編『JGSS Research Series No.7:日本版総合的社会調査共同研究拠

点研究論文集[10]』pp.297-322. 

NITTA, Michio, 2008, “Development of East Asian Social Surveys” 大阪商業大学比較地域研究所編『JGSS SYMPOSIUM 

2008 報告書―Development of East Asian Social Surveys: Results of EASS 2006 Family Module』pp.135-137. 

IWAI, Noriko, Tetsuo Mo, Jibum Kim, Chyi-in Wu, Weidong Wang, 2022, "Survey Data Harmonization in the Social 

Sciences"John Wiley & Sons.柴田由己・岩井紀子, 2012,「East Asian Social Survey 2012 Network Social Capital Module

の作成（2）―大阪会議からモジュールの最終決定まで―」大阪商業大学 JGSS 研究センター編『JGSS Research 

Series No.9:日本版総合的社会調査共同研究拠点研究論文集[12]』pp.129-153. 

蘇碩斌（SU, Shuo-bing）, 2009,「日常生活的全球化：論人際信任與系統信任（Cultural Globalization of Everyday Life: 

Personal Trust and Systematic Trust）」『台灣社會變遷基本調査第十四次研討會曁 2009 東亞社會調査研討會 會議

論文集（Proceedings of The 14th TSCS Conference and 2009 EASS Symposium）』（11 月 18 日, 中央研究院社會學

研究所, 台北）. 

TAKEMOTO, Keisuke, 2018, “Changes in Cultural Contacts and Social Distance in Japan Based on EASS 2008 and EASS 

2018,” EASS Conference 2018, Osaka University of Commerce, Osaka, Japan, 45p. 

唐麗娜, 2015, 『2012 東亜社会調査（EASS）報告－社会網絡与社会資本』 中国社会出版社 

TANIOKA, Ichiro, 2014, "JGSS and EASS: Most Used Sociological Data in Japan," 2014 ANPOR (Asian Network for Public 

Opinion Research) Annual Conference, November 29, Niigata: Japan. 

TSAI, Ming-chang（蔡明璋）and CHANG, Chin-fen（張晉芬）, 2007, “Pretest Results of Taiwan Social Change Survey, 

the Fourth Phase of Fifth Wave: Using East Asian Social Survey (2008 Culture Module) Questionnaire” 大阪商業大

学比較地域研究所編『JGSS Colloquium 2007 報告書―東アジアの家族―』pp.107-114. 

WANG, Weidong, 2020, "Overview and Influence of CGSS", JGSS 国際シンポジウム 2020(1 月 12 日, 大阪商業大学) 

World Association for Public Opinion Research (WAPOR), 2012, “East Asian Social Survey Meets in Xi'an,” WAPOR 

NEWSLETTER, Fourth Quarter 2012, p.8. 

WONG, Thomas, 2007, “EASS Family Survey 2006 (Hong Kong) Report on Preliminary Findings,” presented at EASS 

Symposium on East Asian Societies and the Family, July 17, Hong Kong University of Science and Technology, Hong 

Kong. 

WU, Chyi-In, 2020, "Overview and Influence of TSCS", JGSS 国際シンポジウム 2020(1 月 12 日, 大阪商業大学) 

XIE, Guihua（謝桂華）, 2006, “Review of the Studies of Globalization's Impact on Value in China,” EASS Conference 

2006, Institute of Sociology, Academia Sinica, Taipei, Taiwan. 

XIE, Guihua（謝桂華）, 2007, “Living Arrangement of Aged People in China,” presented at EASS Symposium on East 

Asian Societies and the Family, July 17, Hong Kong University of Science and Technology, Hong Kong. 

葉光輝（YEH, Kuang-Hui）, 2007,「孝道觀念與代間互動（Filial Piety and Intergenerational Interaction）」台湾社会変

遷基本調査第九次検討会, 中央研究院社会科学研究所, 台北. 

YI, Chin-Chun, and CHAN, Chao-Wen, 2007, “The Social Basis of Mate Selection Patterns in Taiwan: with a Discussion 

of Its Possible Linkage to Marital Satisfaction,” presented at EASS Symposium on East Asian Societies and the Family, 

July 17, Hong Kong University of Science and Technology, Hong Kong. 

吉野智美・岩井紀子, 2021, 「EASS 2020 Health Module の作成」 『日本版総合的社会調査共同研究拠点研究論文

集［19］』, pp.51-62. 

Yoshino, Satomi Tetsuo Mo, Kuniaki Shishido and Noriko Iwai., 2025, "Japanese General Social Survey and International 

Research Collaboration: East Asian Social Survey," in Nakazawa, H. (ed.) Key Texts for Japanese Sociology. 

 

3. 社会変動・トレンド 

伊達平和・岩井八郎・佐々木尚之・宍戸邦章・岩井紀子, 2015,「『失われた 10 年』以降のライフコースの変化と多

様性―JGSS-2009/2013 ライフコース・パネル調査の結果概要―」大阪商業大学 JGSS 研究センター編『JGSS 

Research Series No.12:日本版総合的社会調査共同研究拠点研究論文集[15]』pp.1-17. 

Hachiro Uchiyama & Hiroki  Inoue & Mark Taylor ,2021,"Reflections on Secondary Data Analysis: A Method to Extrapolate 

Social Tendencies"The 9th Annual Meeting of the Japan Association of International Liberal Arts (held online) 

原田哲志, 2017, 「JGSS 累積データ 2000-2012 にみる排外主義の変化―若者の排外主義高揚論の検討―」大阪商
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業大学 JGSS 研究センター・京都大学大学院教育学研究科教育社会学講座編『日本版総合的社会調査共同研究

拠点研究論文集[17] <JGSS Research Series 14>』pp.19-28. 

橋本健二, 2015, 「格差社会と酒格差社会」, 橋本健二著, 2015, 『居酒屋の戦後史』祥伝社新書, 第 6 章, pp.221-

270. 

橋本健二, 2009,『「格差」の戦後史―階級社会 日本の履歴書』河出書房新社, 229ｐ. 

岩井紀子, 2011,「JGSS-2000～2010 からみた家族の現状と変化」『家族社会学研究』第 23 巻第 1 号, pp.30-42. 

岩井紀子, 2011,「日本の家族の変化とこれから」『家族社会学研究』第 23 巻第 1 号, pp.19-22. 

IWAI, Noriko, and JGSS Reseach Fellows, 2012, “Challenges of Capturing Attitudes and Behavioral Patterns among 

Japanese People: An Experience of JGSS since 1998,” JGSS Symposium 2012（6 月 9 日, 大阪商業大学）. 

岩井紀子・宍戸邦章, 2006,「JGSS 累積データ 2000-2003 にみる日本人の意識と行動の変化」大阪商業大学比較地

域研究所・東京大学社会科学研究所編『JGSS Research Series No.2:日本版 General Social Surveys 研究論文集

[5]JGSS で見た日本人の意識と行動』pp.1-17. 

岩井紀子・宍戸邦章, 2006,「日本人の意識と行動の変化―JGSS 累積データ 2000-2003 にみるトレンド―」『第 79

回日本社会学会大会報告要旨集』p.48. 

IWAI, Noriko, and SHISHIDO, Kuniaki, 2006, “Trends of Japanese Values and Behavioral Patterns based on JGSS 

Cumulative Data 2000-2003,” EASS Conference 2006，Institute of Sociology, Academia Sinica, Taipei, Taiwan. 

IWAI, Noriko, and SHISHIDO, Kuniaki, 2007, “Trends of Japanese Values and Behavioral Patterns based on JGSS 

Cumulative Data 2000-2003” 大阪商業大学比較地域研究所・東京大学社会科学研究所編『JGSS Research Series 

No.3:日本版 General Social Surveys 研究論文集[6]JGSS で見た日本人の意識と行動』pp.25-43. 

岩井紀子・宍戸邦章, 2008,「21 世紀初頭における日本人の意識と行動の変化」谷岡一郎・仁田道夫・岩井紀子編

『日本人の意識と行動 日本版総合的社会調査 JGSS による分析』東京大学出版会, pp.19-43. 

IWAI, Noriko, and SHISHIDO, Kuniaki, 2009, “The Changes in Consciousness and Behavior of the Japansese,” 

International Scientific Conference ‘Ethnos in Cross-Cultural Cooperation: The Ukrainian-Japanese Cultural Parallels,’ 

March 27, Rylsky Institute of Art Studies, Folklore and Ethnology and Japan Foundation, Kyiv, Ukraine. 

岩井紀子・宍戸邦章, 2009,「日本人の意識と行動の変化―JGSS 累積データ 2000-2008 にみるトレンド―」『第 82

回日本社会学会大会報告要旨集』p.61. 

IWAI, Noriko, 2018, “Changes in Traditional Values and Attitudes towards Globalization in Japan Based on EASS 2008 

and EASS 2018,” EASS Conference 2018, Osaka University of Commerce, Osaka, Japan, 55p. 

岩井紀子, 2019,「日本における伝統的価値観とグローバリゼーションに対する意識の変化―EASS 2008 と EASS 

2018 の比較―」 JGSS 研究発表会 2018 

IWAI, Noriko, 2020, "Changes of Family Values and Behavior in Four East Asian Societies based on EASS 2006 and EASS 

2016," The International Conference on Changing Family Life in East Asia, Taiwan. 

毛塚和宏, 2017, 「配偶者選択方法の変化に関する計量分析：潜在クラス分析によるアプローチ」『文化』 80(3-4), 

pp.230-251. 

小林盾, 2017, 『ライフスタイルの社会学-データから見る日本社会の多様な格差-』, 東京大学出版会, 209p. 

KOISO, Kaoru, 2012, “Transition of English Ability of Japanese Adults: Using JGSS-2002 and 2010 Data,” JGSS Symposium 

2012（6 月 9 日, 大阪商業大学）. 

KONDO, Keisuke, 2016, Does Agglomeration Discourage Fertility?: Evidence from the Japanese General Social Survey 

2000–2010, RIETI Discussion Paper Series. 

LEE, Yun-Suk, 2017, "Changes in Familial Attitudes in South Korea: 2006-2016" EASS Conference 2017, Osaka 

University of Commerce. 

孟哲男,2022,『新型コロナウイルス感染拡大前後の回収率とその要因－JGSS-2017G/2018G と JGSS-2021 の比較

を通して－』JGSS 研究発表会 2022（オンライン） 

NOZAKI, Kayo, 2012, “The Youth Labor Market and Occupation in Japan: An Analysis of JGSS Cumulative Data 2000-

2010,” JGSS Symposium 2012（6 月 9 日, 大阪商業大学). 

OKUTSU, Mari, 2007, “Career Analysis of Today’s Japanese from Different Angles: Dramatic Change of the Japanese 

Society and Workers’ Way of Life,” Japan Labor Review, Vol.4, No.2, pp.121-138. 

PATRICK, Präg, CHOI, Seongsoo & MONDEN, Christiaan, 2020, "The sibsize revolution in an international context: 

Declining social disparities in the number of siblings in 26 countries." Demographic Research, 43, pp.461-500. 



  大阪商業大学 JGSS 研究センター：JGSS/EASS 関連の文献（2025 年 3 月末時点） 

9 

佐々木尚之, 2011,「JGSS 累積データ 2000-2010 にみる日本人の性別役割分業意識の趨勢―Age-Period-Cohort 

Analysis の適用―」『第 21 回日本家族社会学会大会報告要旨』pp.40-41. 
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